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共同印刷グループ サステナブル調達基準 

 
共同印刷グループは、サプライヤーの皆さまと社会的責任に配慮した調達を行うことで、持

続可能な社会の実現に貢献するとともに、サプライチェーン全体の相互発展をめざしていま

す。そのためにサプライヤーの皆さまに遵守いただく基本事項として、以下の「サステナブル

調達基準」を定めます。 

当グループは、本基準に則り、お取引先の選定は、QCD（品質・価格・納期）の視点に加え

て、供給責任・情報保護・製品安全などのリスク管理、環境保全、人権尊重、企業倫理の遵守

などを総合的かつ合理的に評価し、公正に行います。 

 

1. 国際規範・法令遵守の尊重 

1-1.国際規範・法令遵守の尊重 

国際行動規範を尊重するするとともに、自国、事業を行う国、地域の適用法令等を遵守

する。 

 

2. 人権・労働 

2-1.強制労働の禁止 

強制、拘束、非人道的な囚人労働、奴隷制または人身売買によって得られた労働力を用

いず、離職の自由を制限しない。 

2-2.児童労働の禁止、若年従業員への配慮 

15 歳未満の児童に労働をさせない。また、18 歳未満の若年従業員を夜勤や残業など、 

健康や安全が損なわれる可能性のある危険業務に従事させない。 

2-3.適切な労働時間管理 

従業員の働く国、地域において法令上定められている限度を超えて労働させてはならず、

国際的な基準を考慮の上、従業員の労働時間・休日を適切に管理する。 

2-4.適切な賃金と手当 

適用のあるすべての法令を遵守し、従業員に報酬（最低賃金、残業代、および法的に義

務付けられた手当や賃金控除を含む）を支払う。 

2-5.非人道的な扱いの禁止 

従業員の人権を尊重し、精神的・肉体的な虐待、強制、ハラスメントなどの非人道的扱い

およびその可能性のある行為を行わない。 

 



2-6.差別の禁止 

人種、民族、国籍、宗教、性別、年齢、身体的特徴、障がいの有無、配偶者の有無、性的

指向、性自認などによる差別を行わない。 

2-7.結社の自由、団体交渉権 

法令を遵守の上、労働環境や賃金水準などの労使間協議を実現する手段としての従業

員の団結権を尊重する。 

2-8.先住民族の権利侵害の禁止 

先住民族の人々に対して、不法な立ち退き要求や生活環境の破壊等の権利侵害を行わ

ない。 

 

3.安全衛生 

3-1.労働安全衛生の確保 

職務上の安全に対するリスクを特定・評価し、適切な設計や技術・管理手段をもって安

全を確保する。 

3-2.緊急時への備え 

人命・身体の安全を損なう災害・事故などの緊急事態に備え、発生の可能性も含めて特

定し、従業員および資産の被害が最小限となる行動手順の作成、必要な設備などの設

置、災害時にとるべき行動について教育・訓練を行う。 

3-3.労働災害・業務上疾病 

労働災害および業務上疾病の状況を特定・評価・記録・報告し、適切な対策および是正

措置を講じる。 

3-4.職場環境 

職場において、有害な化学物質や騒音、悪臭などの物理的刺激に従業員が曝露するリ

スクを特定・評価し、適切な管理を行う。 

3-5.身体的負荷のかかる作業への配慮 

身体的に負荷のかかる作業を特定・評価の上、労働災害・業務上疾病につながらないよ

う適切に管理する。 

3-6.機械装置の安全対策 

従業員が業務上使用する機械装置について安全上のリスクがないか評価し、適切な安

全対策を実施する。 

3-7.施設の安全衛生 

従業員の生活のために提供される施設（寮・食堂・トイレなど）の安全衛生を確保する。 

3-8.安全衛生のコミュニケーション 

従業員が被る可能性のある職務上のさまざまな危険について、適切な安全衛生の教育・

訓練を従業員が理解できる言葉・方法で提供する。 

 



3-9.従業員の健康管理 

すべての従業員に対し、適切な健康管理を行う。 

 

4. 環境 

4-1.環境許可と報告 

法令に従い、事業に必要な許認可・承認を取得し、登録・報告を行う。 

4-2.脱炭素社会への貢献 

エネルギーの効率化に努め、エネルギー消費量および温室効果ガス排出量の継続的削

減に取り組み、カーボンニュートラルの実現に努める。 

4-3.大気への排出 

法令を遵守し、有害な物質の大気への排出を削減するための適切な対策を実施する。 

4-4.水資源の有効利用 

法令を遵守し、使用する水の水源、使用、排出をモニタリングするとともに、節水する。廃

水は、排出または廃棄する前に、必要に応じて特性を示し、監視、制御、処理を実施する。

また、水汚染を発生させる可能性のある汚染源を特定し、適切な管理を行う。 

4-5.循環型社会への貢献 

法令を遵守し、適切な管理を行うことにより、リデュース（削減）、リユース（再利用）、リサ

イクル（再資源化）を推進し、資源の有効活用を図り、廃棄物の発生を最低限に抑える。 

4-6.化学物質管理 

人体や環境に対して危険をもたらす化学物質およびその他の物質は、法令を遵守する 

とともに、当グループの定めるグリーン調達ガイドラインに従い特定、表示、および管理 

を行い、安全な取り扱い、移動、保存、使用、リサイクルまたは再利用、および廃棄が確 

実に実施されるよう管理する。 

4-7.製品含有化学物質の管理 

製品に含まれる特定の物質の使用禁止または制限に関するすべての法令、当グループ

の定めるグリーン調達ガイドラインおよび顧客要求を遵守する。 

4-8.天然資源と生物多様性 

   生物多様性に及ぼす影響を回避・最小化し、天然資源の持続的な利用に取り組む。また、 

印刷・加工用紙は、合法性が証明された木材を原料とした用紙を優先的に調達する。 

 

5. 公正取引・倫理 

5-1.腐敗防止 

あらゆる種類の贈収賄、腐敗、恐喝、および横領などを行わない。 

5-2.不適切な利益供与および受領の禁止 

賄賂その他の不当または不適切な利益を得る手段としての約束、申し出、許可を提供ま

たは容認しない。 



5-3.適切な情報開示 

適用される法令と業界の慣例に従って、労働、安全衛生、環境活動、事業活動、組織 

構造、財務状況、業績に関する情報を開示する。 

5-4.知的財産の保護・尊重 

自社の知的財産の保護に努めるとともに、顧客、サプライヤー、業務委託先などを含む

他者の知的財産についても自社同等に尊重し、侵害しない。 

5-5.公正な事業活動 

自由な競争を阻害する行為や不正な競争行為、内容の誤認や権利侵害などを伴う広告

宣伝などを行わず、公正な事業活動を推進する。また、優越的地位を利用して、取引先

に不利益を与える行為を行わない。 

5-6.反社会的勢力の排除 

健全な社会の秩序や安全に脅威を与える勢力（反社会勢力等）とは一切の関係を遮断

する。 

5-7.適切な輸出入管理 

法令等で規制される技術や物品の輸出入に関して、管理体制を整備して適切な輸出入

手続きを行う。 

5-8.インサイダー取引の禁止 

関係者しか知りえない、一般に公開していない情報（重要事実）をもとに、重要情報の 

影響を受ける自社株あるいは取引先その他の第三者の株式の売買を行わない。 

5-9.責任ある鉱物調達 

製造している製品に含まれるタンタル、錫、タングステン、および金などの鉱物が、紛争

地域および高リスク地域で深刻な人権侵害、環境破壊、汚職、紛争などを引き起こす、ま

たはそれらに加担することがないよう適切な管理を行う。 

 

6. 製品の品質・安全性 

6-1.製品の安全性の確保 

製品が各国の法令などで定める安全基準を満たし、十分な製品安全性を確保できる設

計・製造・販売を行う。 

6-2.品質管理 

製品・サービスの品質に関して適用される、すべての法令を遵守するのみならず、自らの

品質基準、顧客要求事項を遵守する。 

6-3.正確な製品・サービス情報の提供 

製品・サービスに関する、正確で誤解を与えない情報を提供する。 

 

 

 



7. 情報セキュリティ 

7-1.コンピュータ・ネットワーク脅威に対する防御 

サイバー攻撃などからの脅威に対する防御策を講じて、自社および他者に被害が生じな

いように管理する。 

7-2.個人情報の保護 

サプライヤー、顧客、消費者、従業員などすべての個人情報について、関連する法令を 

遵守し、適切に管理・保護する。 

7-3.秘密情報の漏洩防止 

自社の秘密情報に加えて、顧客や第三者から受領した秘密情報を、適切に管理・保護す

る。 

 

8. 事業継続計画 

8-1.事業継続計画の策定と準備 

事業継続を阻害するリスクを特定・評価し、事業への影響の精査と中長期的に必要な 

事前対策、その取り組み状況をまとめた事業継続計画（BCP）を策定する。 

 

9. 管理体制の構築 

9-1.マネジメントシステムの構築 

本基準の遵守を確実なものとするために、マネジメントシステムの構築に努める。また、

適切な運用を通じ継続的な改善に努める。 

9-2.サプライヤーの管理 

本基準または自社が持つ同様のガイドラインの要求事項をサプライヤーに伝達する。ま

た、サプライヤーにおける当該要求事項の遵守を監視するプロセスの構築に努める。 

9-3.苦情処理メカニズムの整備と通報者の保護 

自社およびサプライチェーンにおける本基準への違反を防止するため、従業員やサプラ

イヤーなどを含むすべてのステークホルダーが利用可能な苦情メカニズムを構築し、周

知する。苦情処理に際しては、通報に係る情報の機密性および通報者の匿名性を保護

し、通報者が不利益を被らない措置をとる。 


